第7回消防職員の団結権のあり方に関する検討会が開催される（8/18）

8月18日18時から、総務省に設置された「消防職員の団結権のあり方に関する検討会」の第7回目が開催された。労働側からは、連合の木村総合企画局長、全消協の迫会長、自治労本部の岡本書記長が出席した。

　冒頭、資料1～2について、事務局から説明を受けた。これら主要な論点等の資料は、①検討会の「まとめ」に向けたたたき台であること、②資料2は1の2ページ目の部分を考える上での問題整理のために若干具体化したもの、と説明された。その後、意見交換に入った。

　意見交換では、団結権と団体交渉権を切り離した場合の効果、「交渉」と「労使協議」「話し合い」等との違いは何か、についての発言が多く出された。出された主な意見は以下の通り。

＜使用者側＞

・交渉権は、団結権付与が前提の議論となることをまずは懸念するが、話し合いといっても実質的に交渉となることは十分予想されるのであり、その場合には法的にルール化することは必要である。何のために団結するのかを考えれば、それは交渉権とセットとならざるを得ないはずである。したがって、入り口議論に戻るが、当局と交渉することになる団体を結成する「団結権」は消防という職種にはなじまない。

・全消協や消防職員ネットワークなどの今までの活動を否定することはできない。

＜公益委員＞

・話し合いと団体交渉はどう異なるのかについては、交渉権を認めるということは、当局側に応諾義務が生じるということであり、事実上の対話とは法的な位置づけが異なると理解する。

・仮に、団体交渉を行うことができるとした場合に、以下のパターンが考えられると思う。①民間と同様、団交拒否への制裁・救済がある。②明文で当局側の応じる義務を規定する（現行の一般職非現業と同様）。③応諾義務は規定しないが、交渉はルール化する（55条1項以外の条文が規定される）。④事実上の協議のみで何も規定しない。

・団交拒否に関する裁判であるが、2つを紹介する。①団交に応ずべき地位確認については、当局の法的義務、組合側の法的権利について否定したものがある。②団交拒否による損害賠償については、不法行為になる可能性があるとしつつも、棄却している。どちらも原告は職員団体であるが、地裁で終わっている。これを見ると、損害賠償を認める可能性はある。

・公務については、団交拒否については、地位確認はできないというのが現行55条の解釈。損害賠償については法的期待を裏切ったとして対象とすることはあるが、これを団交権の侵害と見るのかどうかが問題となる。

・団結権と交渉権との関係で、法制的に考えて、団結権と交渉権は完全に分かれるのか、団結権を付与すると交渉権も伴うものなのか、法制的には分けられるけど実質的に伴うものと考えるべきなのか、こうしたことについてはしっかり調べ、結論を出すべきではないか。

＜労働側＞

・現実として、一般非現業職員の交渉権は、書面協定を締結できるにとどまっている。話し合いなのか交渉なのかはともかく、組合が結成されれば、一定の協議は行われるものと理解。

・何のために団結するのか、という目的から考えれば、労使間での協議を「交渉」と位置づけるのかどうかよりも、話し合えるための体制づくりということと捉える。

　なお、検討会の議論において、使用者側委員のひとりから、「時代の趨勢にあわせ、団結権回復に向かうべき時期。懸念材料については法整備で対応していけばよい」との非常に前向きな意見が表明された。また、ほかの使用者側委員からは、「現実に存在している全消協を職員団体として解釈できるような、地公法の解釈変更を行ってはどうか」との意見も出された。

　続いて、今後の検討会の進め方について、座長より「公益委員によるワーキンググループを設置し、非公開により、専門的・第三者的立場から議論を整理することとしたい。ワーキングでの議論は結論ではなく、あくまでの決定はこの検討会が行うこととしたい」との提起があった。

　これに対し、委員からは、ワーキンググループで議論を行うことには賛成するが、今後のスケジュール観を示すこと、どのような議論が行われたのかの概要等の公開性の確保を求める意見が出された。

　座長からは、最終的な取りまとめ時期を11月中とすること、一定の公開性と経過に対する説明責任に十分配慮することが示された。ワーキングの設置と取りまとめ役を辻座長代理が務めることが確認され、閉会した。

